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上下条地区活性化計画
市町村名 北杜市 計画期間（※２）

目　　標　：（※３）

目標設定の考え方
地区の概要：

現状と課題

今後の展開方向等（※４）

【記入要領】
※１　「地区名」欄には活性化計画の対象となる地区が複数ある場合には、すべて記入する。
※２　「計画期間」欄には、法第５条第２項第６号の規定により、活性化計画の目標を達成するために必要な取組の期間として、原則として３年から５年程度

の期間を記載する。
※３　「目標」欄には、法第５条第２項第２号の規定により、設定した活性化計画の区域において、実現されるべき目標を、原則として定量的な指標を用いて

具体的に記載する。
※４　「今後の展開方向」欄には、「現状と課題」欄に記載した内容を、どのような取組で解消していくこととしているのかを、明確に記載する。

　また、区域外で実施する必要がある事業がある場合には活性化計画の目標達成にどのように寄与するかも明記する。

農業従事者の高齢化、後継者不足が進み、地域活力が低下する中、近年、中央自動車道等による首都圏からのアクセスが向上したことで観光客の増加が見込まれ、都市住民に農山村地域
ならではの魅力を積極的にＰＲすることで、交流による地域活性化を目指すこととする。また、地域の米、そば、高原野菜などを使った加工品を新たに開発・ブランド化させ、直売センター等に
より販売することで、農業所得を増加させる。

　北杜市長坂町上下条地区は、ほ場整備事業等により一次的整備を行ってきた。しかし、集落間等を結ぶ農道や排水不良の水田の改善など新たな整備が必要となってきており、これらを整
備することで更なる農作業の省力化を図り、農業所得の低下を抑制する。こうした基盤整備を進めるとともに、定住や都市交流を促進するための環境整備に如何に取り組んでいくかが課題と
なっている。

　北杜市は、山梨県の最北部、八ヶ岳南麓の中山間地域に位置し、冷涼な気候を利用し水稲や高原野菜がなどが作られている。上下条地区は、標高約８００ｍ前後の傾斜地で水稲を中心に
ソバ、トマト、レタス、スイートコーンなどによる複合経営が行われている。しかし、農家の高齢化が進んでいるため、担い手への農地集積や作業効率の向上が必要となっていることから、水稲
については、大型機械や無人ヘリコプターを利用した労働力の軽減を図るとともに、有機栽培の推奨による米のブランド化に取り組んでいる。さらに、中核的担い手となる農業後継者の育成、
新規就農者への支援など担い手対策にも取り組んでいる。

計画の名称

１　活性化計画の目標及び計画期間

都道府県名

　定住等の促進に資する農業用道路、暗渠排水の整備により、農作業の効率化と水田の汎用化によって生産性を高め、ブランド化や直売等を促進させることで農業所得の向上を図り、対象農地１
３．６ｈａの保全を目指す。また、農業所得の向上によって農業者の流出抑制、農家と地域住民の農村資源の管理・保全を通じたコミュニティの向上による定住の促進を図ることにより、横這傾向にあ
る当該地区の人口（H18.4:755人H19.4:757人H20.4:760人)を平成20年4月1日住民基本台帳に記載されている760人の維持を目指す。
　山梨県は、農業振興の基本指針として策定した「やまなし農業ルネサンス構想」に「次代につながる力強い産地づくり」「自然と調和した美しい里づくり」を掲げている。県と市が連携するなか、次世代
が意欲を持って農業に取り組めるように基盤整備を推進するとともに、農家のみならず地域住民が一体となった農村資源の管理・保全活動の推進を行うことなどによって、本構想を具現化していくも
のである。

山梨県 上下条地区 Ｈ２１～２３地区名(※１)



（１）法第５条第２項第３号に規定する事業（※１）

北杜市 上下条 北杜市 有 イ

北杜市 上下条 北杜市 有 イ

（２）法第５条第２項第４号に規定する事業・事務（※４）

（３）関連事業（施行規則第２条第３項）（※５）

（４）他の地方公共団体との連携に関する事項（※６）

交付金希望の有無

法第５条第２項第
３号イ・ロ・ハ・ニ

の別(※３）

備考

備考

市町村名 地区名 事業名 事業実施主体

２　目標を達成するために必要な事業及び他の地方公共団体との連携

市町村名 地区名 事業名（事業メニュー名）（※２） 事業実施主体

市町村名 地区名 事業名

備考

交付金希望の有無

基盤整備（農業用道路）

基盤整備（暗渠排水）

事業実施主体



上下条地区（山梨県北杜市） 区域面積 （※２）

区域設定の考え方 （※３）
①法第３条第１号関係： 当該区域の総面積400haのうち農地面積は285haで71％を占め、８割以上が農業従事者である。

②法第３条第２号関係：

③法第３条第３号関係： 都市計画区域外であるとともに、既に市街地を形成している区域を含めていない。

３　活性化計画の区域（※１)

４００ｈａ　

地区の人口はH18～H20(4755人→4760人)において横這傾向であり、農業者の高齢化は若干進行（H19→H20で0.3%増）している傾向から見て、
活性化のためには、生産基盤の整備により定住化を促進させることが不可欠な地域である。



４　市民農園（活性化計画に市民農園を含む場合）に関する事項

（１）市民農園の用に供する土地（農林水産省令第２条第４号イ、ロ、ハ）

農地（※２） 市民農園施設

氏名 住所 氏名 住所

市民農園整備
促進法法第２

条第２項第１号
イ・ロの別

種別（※３）

（２）市民農園施設の規模その他の整備に関する事項（農林水産省令第２条第４号ハ）（※４）
整備計画

建築物

工作物

　計

（３）開設の時期 （農林水産省令第２条第４号二）

【記入要領】
※１　「権利の種類」欄には、取得等する権利について「所有権」「地上権」「賃借権」「使用貸借」などについて記載する。
※２　「市民農園整備促進法法第２条第２項第１号イ・ロの別」欄には、イまたはロを記載する。
※３　「種別」欄には市民農園施設の種別について「給水施設」「農機具収納施設」「休憩施設」などと記載する。
※４　（１）に記載した市民農園の用に供する市民農園施設のうち建築物及び工作物について種別毎に整理して記載する。
※５　「種別」には（※３）のうち、建築物及び工作物である施設の種別を記載する。
※６　「構造」については施設の構造について「木造平屋」「鉄筋コンクリート」などと記載する。
※　　市町村は、市民農園の整備に関する事業を実施しようとする農林漁業団体等より、市民農園整備促進法施行規則（平成２年農林水産省・
　　建設省令第１号）第９条第２項各号に掲げる図面の提出を受けておくことが望ましい。

該当なし

種別(※５）

土地の利用目的

備考

備考構造(※６）

地積（㎡) 権利の
種類(※１）

既に有している権利に基づくもの

土地所有者

権利の
種類(※1）

土地の所在 地番
登記簿 現況

地目 新たに権利を取得するもの

土地所有者

該当なし。

該当なし

所要面積 工事期間建築面積



内　　　容 備　　考

（１） 農林地所有権移転等促進事業の実施に関する基本方針（※１）

（２） 移転される所有権の移転の対価の算定基準及び支払の方法

(※２）

（３） 　　該当なし

①

②

③

（４）

①

②

５　農林地所有権移転等促進事業に関する事項

事　　　項

権利の存続期間、権利の残存期間、地代又は借賃の算定基準等

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の存続期間に関する基準(※３）

　　該当なし

　　該当なし

　　該当なし

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は
移転される農用地に係る貸借権又は使用貸借による権利
の条件(※６）

その他農用地の所有権の移転等に係る法律関係に関する
事項（※７）

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は移
転される農用地に係る賃借権又は使用貸借による権利の条件
その他農用地の所有権の移転等に係る法律事項

　　該当なし

　　該当なし

　　該当なし

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の残存期間に関する基準(※４）

設定され、又は移転を受ける権利が地上権又は賃借権であ
る場合における地代又は借賃の算定基準及び支払の方法
(※５）

　　該当なし

　　該当なし



６　活性化計画の目標の達成状況の評価等(※１）

定住等の促進に資する農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備がされ機能が確保された農地の面積を、現地で検証する。
定住人口の維持については、平成２４年４月１日の住民基本台帳と対照し検証する。


